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Abstract:Atpresent,thevaluesofhealthvaryamongpeople.Thepresentpublic

healthactivitiescannotcopewithsuchdiversi丘eddesiresforhealth.Inaddition,

withchangesinthesocialsituationsuchasagingsociety･societywithfewer

deliveriesandchildren･greaterparticipationoffemalesinsocialaffairs･increased

nuclearfamilies,enrichmentofpublichealthactivitiesisnecessary.Forthis,the

conventionalconceptandorientationofpublichealthactivitiesshouldbechanged.

Moreelaborateinterventionforindividualsisnecessary.Educationofspecialist

staffengagedinsuchinterventionshouldbere-evaluated.Systemsandlawshave

beenincreaslnglnassociationwithchangesimthesocialsituation,andtimeis

necessarytofullyimplementthem.Thenew systemsincludethecareinsurance

system andcaremanagers.Concernlngpublichealthlaws,thetimehascometo

reconsiderinfectiousdiseasesdesignatedbylawbecausenewinfectionshavebeen

discovered.Duetomicroorganismsshowingmultipledrugresistance,intractable

tuberculosishasbeenincreasing.

Concernlmgproblemsarisinglnasocietywithfewerchildrenandincreasednuc-

learfamilies,supportofsinglemothersandchildreninthecommunityisanimpor-

tanttask.TherearevariouspublichealthproblemsinJapan.

Inthefuture,aglobalpointofview willbealsorequiredtoperform public

healthactivitiescomparabletothoseinvariousothercountries.
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要旨 :今日,健康に対する人々の価値観は多

様化している｡このような健康欲求に,集団を

対象とする公衆衛生活動は,現状のままでは対

応しきれなくなっている｡ また,高齢化 ･少産,

少子化 ･女性の社会進出 ･核家族化等の社会情

勢の変化に照らした活動の充実が迫られている｡
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このため,公衆衛生活動は,従来の概念と志向

の転換が必要である｡

それは,これまで以上に,きめ細かな個人へ

の介入が必要でありまた,それに携わる専門職

員の教育の見直しも必要である｡社会情勢に照

らした制度や法規はどんどん増えており,軌道

にのるまでは,時間も必要であろう｡ 介護保険

制度の導入,介護支援専門員の導入などがそれ

にあたる｡ 一方,公衆衛生に関する法規も同様

である｡新しい伝染病の発見や出現により,演
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定伝染病は見直しの時期である｡ 多剤耐性菌に

より,難治性の結核も増えている｡

また,少子化や核家族化がひきおこす問題は,

孤独な母子をどう地域で支えるかが課題である

と思われる｡ 自国の公衆衛生活動は問題が山積

みである｡また,今後の公衆衛生活動は,グロ

ーバルな視点をもち,世界諸国に並ぶ活動を行

うことも,大きな課題である｡

序 論

近年の日本人の平均余命の伸びや,高度医療

の成長は,わたしたち祖先の,たっての願いで

もあった ｢不老 ･不死｣をある意味で成就させ

つつあるとも考えられる｡ しかし,一方で人生

の価値や生活の質を問う議論も多い今日,質の

高い生活とはどのようなものを指すのか,そし

て,そのように生きるにはどうしたらよいのか

という困難な問題に直面していることも事実で

ある｡ ただ長く生きるのでなく,病気をせずに

長生きすることは,人々の当然の願いであろう｡

このような意味で,健康に対する人々の関心は,

多様化していると言える｡ そのような個人の集

団である社会集団に対応すべく,公衆衛生活動

がある｡しかし非常に多様化している現代社会

の健康欲求に,集団を対象とする公衆衛生活動

がどこまで対応できるかという議論は,従来の

公衆衛生の概念を変容させ,活動の志向を転換

させる必要性があると筆者は考える｡ かつて,

筆者は保健婦として活動していた時点から今日

に至るまで,人々の真の健康欲求を発掘し,か

つ社会の変化に対応できる公衆衛生活動とはど

のようなものかを模索してきた｡この機会にそ

れを論じたい｡さらに,21世紀の公衆衛生活動

の展望を考察したい｡

第1章 公衆衛生の概念

公衆衛生の概念は,先人の研究者や,公的機

関によって種々の定義がなされている｡ 近代公

衆衛生学の祖といわれるウインスロー (C.E.

A.Winslow)の説によると次のように定義さ

れている｡｢公衆衛生とは,社会的集団生活者

として疾病を予防し,生命を延長し,肉体的な

らびに精神的機能の増進をはかるための科学お

よび技術である｡｣また,野辺地によれば,｢公

衆衛生は国民の肉体的精神的,ならびに社会的

健康を保持増進することを目的とし,必要な自

然科学的ならびに社会科学的原理と,これに基

きかつ変動する社会情勢に則した対策を考究し,

これを公私の保健機関の組織的活動に移して,

その日的達成に資するものである｡｣としてい

るl)｡また,橋本正巳は,｢公衆衛生とは,健

康の保持増進に役立つ日進月歩の科学技術の研

究成果を地域社会に住む一人一人の日常生活の

中にまで持ち込む社会的過程である｡｣と述べ

ている｡ 公衆衛生活動の根幹となるものは主と

して2つある｡ 1つは,人々の健康欲求そして

もう1つは,地域の健康欲求である｡ 後者は,

地区診断をその基本としており,社会の健康欲

求とも言える｡ いわゆる,地域保健活動がそれ

に相当する｡橋本氏は,その計画立案,活動,

評価の過程における,地区診断を以下のように

示している｡

1.地区特性の把握と評価

2.地域の保健問題およびサービスに対する欲

求と需要

3.社会資源の把握と評価

橋本氏はさらにこれらをどのように扱うかに

ついて,｢第一段階で地域の保健問題,保健水

準さらには (医療 ･公衆衛生)サービスに関す

るニーズと要求の規定要因としての社会経済的,

政治的,教育文化的な諸特性とその動向を把握

し,評価することにより,保健問題の評価や保

健需要の判定の背景を明らかにする｡ 第2段階

は,住民などの利用者の立場から,各種の保健

サービスをあらゆる側面から評価する｡｣と述

べている2)｡

公衆衛生の対象は,その個人を含めた,環境

や地域,人の集団といった,広域であったり,

特定 ･不特定多数の集団であったりする31/｡そ

こで,公衆衛生活動の成果は,結局は個人に帰

するものであるが,対象とする集団の特徴をう

まくとらえねばならない｡しかし,忘れてはな
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らないことは,公衆衛生は,あくまでも集団の

健康レベルの上昇を究極とするものであり,そ

の途中にある個人の健康保持増進の過程の多様

性に翻弄されるのではなく,そこから普遍的で

最も効果的な過程を取り出すセンスが必要であ

るということである｡ 例えば何かの予備調査を

行った場合など,標本の抽出から分析までの間

の代表性と信頼性の交錯の過程においては,そ

の集団の健康欲求と個人のそれとを混同させな

いようにするという大変むずかしい作業が必要

である｡

第2章 社会の変化と公衆衛生活動

第 1節 社会情勢の変化と現状

【高齢化】

わが国の人口構成は,いまや超高齢化社会を

迎えようとしている｡我が国の人口構成は,よ

く知られているとおりの瓢箪型であり,高齢者

の割合が多い｡平成9年10月1日現在では年少

人口15.3%,生産年齢人口69.0%,老年人口

15.7で老年人口の割合は,平成8年度に比して

0.6ポイント上昇している｡世界水準で見ても,

わが国の子供に対する高齢者の比率は,昭和25

年には30-50と高齢者は半数以下であった｡そ

れが,平成7年には50-110となっている｡ お

そらくこのままだと世界の最高水準を維持し続

けるであろう1)｡

【少産 ･少子化】

我が国の出生率は近年急激に低下している｡

平成8年の合計特殊出生率は,現在の人口を将

来も維持するのに2.08必要とされているのに,

1.38とそれを大きく下まわっている｡ この原因

のひとつに,20歳代を中心とした若年者の未婚

率の上昇にある｡ 昭和40年代半ば以降,男女と

も晩婚化が進んでおり,女子の未婚率は昭和60

年～平成7年の10年間で25歳～29歳が3割から

5割に,30-40歳が1割から2割に上昇してい

る｡ 一方,夫婦の平均出生児数は,昭和15年は

4.27人から30年代後半には2人台,その後40年

代後半以降は2.2人前後で推移している｡

【女性の社会進出】

女性の社会進出の背景には,次の二つの要因

があると考えられる｡ 一つには,女性の高学歴

化がある｡ 従来の日本的雇用慣行が各企業で疑

問視されはじめたのは昨今のことではない｡こ

のこともふまえ,日本女性の社会進出は,労働

力をはじめ,あらゆる分野での価値が評価され

ている｡ 二つめは,女性は家庭を守り,男性は

家計を維持するために賃金を得るという日本古

来の男女の社会的分業の概念が大きく変化した

ことがある｡ 例えば,家事労働は従来,人の手

で行ってきた｡しかし,電化製品の開発と普及

により,時間短縮されたり,行わなくてもよい

部分が多くなった｡これは,家事が市場で評価

されたとも考えられる｡ このことは,従来,家

事を担ってきた多くの女性のライフスタイルを

変えることになった｡そのような女性のライフ

スタイルの変化は,働く女性のみならず,男性

のライフスタイルをも変化させるという相乗作

用を生みだしたと言える｡ たとえば,男性にも

育児休暇や介護休暇をという声に国が動き出し

ているのが良い例である｡できる時にできる人

が必要な役割を担うというわけである｡

【核家族化】

家族は社会の最も基本的な単位である｡ その

家族は,都市化や少産 ･少子化や高齢者との同

居率の低下等により低人員となってきている｡

日本の世帯人口は,戦後の低下から,いまや,

平均2.48人となっている｡ これは世界的な話題

でもある｡ この背景には,先述した少産 ･少子

化の進行や,単身者世帯の増加もあげられよう｡

この核家族化に関しては,まさに社会構造の変

化がもたらした現象の代表格といえる｡戦後の

都市と農村の解体は,人々に浸透していた日本

独特の "イエ"制度を崩壊した｡また,都市へ

の一局集中は,過疎を生みだした｡このことか

ら,人々の生活圏は都市やその郊外-と集中し,

文化圏や生存圏までもが,あたかも都市中心の

ような錯覚を起こさせられる今日である｡ 都市

に就職口を得た人は,生活圏も当然その圏内に

なる｡ しかし,自分の親や兄弟,親戚を呼べる

ほど,富も時間も空間も無いのが現実である｡
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核家族にすすんでなったわけではなく,核家族

は,日本での普通の生活の代償であったのだ｡

第2節 社会の変化と公衆衛生活動

以上述べた社会情勢において公衆衛生活動を

展開するならば,その手法に加えねばならぬも

のが生じると筆者は考える｡例えば,橋本氏の

提唱する地区診断の過程における,利用者の個

人の事情や,社会集団の中での役割を察知する

作業などである｡ 公衆衛生は確かに集団を窓口

とするが,人間相手である｡ 個人は集団に帰属

しているが,集団の中の個人のもつ固有の事情

早,心理的 ･物理的条件も十分評価しなければ

ならないと思われる｡ でなければ,個人は何等

かのサービスを受けたくても受けられない事態

が予測できる｡

そこで,次の章では,公衆衛生活動の志向を

保健婦として,また,住民として,先に述べた

社会情勢の変化による社会の健康欲求に対応し

た活動について考察を行いたい｡

【高齢化】

都市化,同居世帯の減少に伴う老人独居世帯

が増加している｡また,独居で寝たきりという

ケースも今後増加すると思われる｡老人保健

法 ･高齢者福祉推進10カ年戦略などにより,施

設や設備は充実したものの,この高齢化の勢い

にのれるかが課題であろう｡ また,平成12年4

月から施行される介護保健制度の行方も見据え

ての熟考が必要である｡

1.老人訪問看護制度は,保健所,病院,老人

保健施設,訪問看護ステーションが主として

行っているが,利用者側の不便さがまだあ

る5)｡

2.高齢者の問題は,生活能力 ･経済力の低下

に公衆衛生活動がどこまで関与できるかとい

うことにある｡ なぜなら,従来の地域保健活

動の対象は家族-の看護指導や生活指導,疾

病予防指導が主流であるからである｡ 家族の

いない高齢者は公衆衛生活動の対象ではない｡

しかし,高齢者の欲求は,家族の有無に関わ

らず,指導という間接的なものではなく,看

護をしてくれたり,話を聞いてくれたり,坐

活の援助をしてくれたりという直接的なもの

であるも多い｡今後,独居や重症で寝たきり

の高齢者が増加するなら,公衆衛生は訪問看

護を行わねばならなくなる可能性がある｡ し

かし,これは,他の訪問看護を行っている施

設を交えた機構 ･機能の整備が必要であろう｡

例えば,自治体や地域単位では,通信ネッ

トワークを活用し,いつでも誰かの手をかり

られるようなシステムが整っているところも

ある｡ 少しずつでもそのような地域ずくりを

増やすには,私たちも地域の一員としての自

覚が必要であると,考える｡

【少産 ･少子化】

少産 ･少子化は,高齢化を一層進行させる｡

これは,将来の社会保障負担が一層増加する｡

また,少子化は子供の社会化にあらゆる面へ影

響をおよぼすと言われている｡ そこで,次の点

での支援が必要である｡ 行政は,｢健康日本21

(仮称)総合戦略｣として,健康で長生きする

ための施策を検討中である｡ しかし,人の手を

直接に必要とする施策の確立はできていないの

が現状である｡

1.社会保障負担の増大-の懸念と理解への啓

発活動

2. 1.には,安心して育児と仕事を両立させ

るための支援が必要である｡ 地域での育児環

境や支援体制の整備や情報提供,子育て教室

での育児の方法の教授などである｡ また,法

律で保障されている育児休暇や育児時間の確

保のための職場の支援体制の確立,職場復帰

-の不安の軽減などをどのように処理するか

は今後の課題である｡

【女性の社会進出】

1.働く女性へ育児支援の必要性

2.女性の社会進出により,家庭生活に焦点を

当てた硯保健活動を利用できない女性が増え

た｡時間の確保が困難であるなら,年に1度

や2度は,休日に保健所を利用できる態勢を

とり,働く女性の健康管理健康相談を行うこ

とが必要であろう｡行政は,平成 8年度に

｢生涯を通じた女性の健康支援事業｣を創設
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した｡これは,女性センターや保健所が健康

教育を行うとしているが,その時間確保が現

代の女性にあるかは疑問である｡ 例えば,職

場に出向いての対応ができるシステムづくり

に取り組んでみても良いと考える｡

3.公衆衛生活動では,乳幼児健康診査におい

て一般的な指導はなされている｡ しかし,そ

れも,4カ月,8カ月, 1歳6カ月,3歳と

機会が限られている｡ その他,乳幼児相談日

は自治体によって週 1- 2回であるところが

多い｡これでは,個に十分にかかわる時間が

無いというのが現状であろう｡ そこで,公衆

衛生活動で可能な範囲で,地域ボランティア

や保母と連携をとるなどして,母子保健支援

態勢の全体的な見直しをした事業の組み直し

が必要であろう｡ 例えば,乳幼児検診に保母

を導入し,遊ばせ方を指導してもらったりは

できないだろうか｡また,就業していない保

母や,看護職などが中心となり,そのような

教室を開くのも一策であろう｡ 行政の助成が

ならないのであれば,企業にそのバックアッ

プをゆだねるという方法もあるかと思われる｡

【核家族化】

核家族化の進行により,家族構成員一人あた

りの役割が重責している｡ そのため,特に介護

力や育児力は低下している｡

1.核家族化も女性の社会進出や高齢者問題と

同様である｡ 世帯ひとりあたりの重責は,棉

神的にも肉体的にもある｡人々は援助の直接

的な手を求めている場合も多い｡

2.子供の育てかた遊ばせかたなどは,従来手

本となる前世代と同居していた時代には,そ

れらに途方にくれることはあまりなかったと

いえる｡ 孤独な母親-,保健所は,育児の方

法論と同時に空間も解放可能であろうか｡近

年の都市化の影響もあり,子供の遊び場や公

園などは減少傾向である｡ 子どもの健全育成

の場所の確保は,地域の中では困難である6)｡

例えば,あまり使われていない行政の施

設 ･設備をそれらにあてることも方法のひと

つであろう｡
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【その他】

1.生活習慣病などの慢性疾患は,伝染病のよ

うに集団に働きかけるだけでは予防できない｡

生活病とまでいわれる背景には,個人の多種

多様な生活様式や生活習慣に沿った,細かな

健康教室の開催や保健指導が必要である｡

2.生活習慣病予防には,硯老人保健法の対象

である40歳以上では対応はもはや遅いと考え

られる｡ 小児やその親を含めた家族対象の健

康教室での知識の普及や予防策の検討が必要

である｡

3.労働基準法で規定されている1年に,1回

の健康診断は,零細企業や個人事業などに従

事している場合,個人に必要性の自覚はあっ

ても時間の確保が困難である｡時間外の対応

が必要である｡

4.防疫の時代は済んだといわれるが,それに

かわる新たな伝染病や輸入伝染病も多く出現

している｡ これらへ早急な対応の体制作りが

必要である｡ 新たな伝染病教室等を開催し知

識と予防策の教授が必要である｡

5.現代社会の特徴のひとつである個人主義は,

友人関係や姻戚関係の希薄さを引き起こして

いる｡ このことは,相談したり,頼る人がい

ない人が増加していると考えられる｡ なんで

も相談のような形の相談窓口を設ける必要が

ある｡

6.健康に関する情報は,マスメディア等で多

く氾濫している｡ 人々にとって確かな情報と

は何かということを個人的にコンサルテーシ

ョンする場所に保健所が一役を担う必要があ

るのではないか｡

7.環境問題に関する情報網があまりにも少な

い,必然的に啓発活動も遅れる｡市民向け講

座などの計画が必要であろう7･8,9)｡

8.公衆衛生活動や地域保健活動を行うには,

人口10万人に対し1カ所の割合で設置される

ことが望ましいとしている｡ もはやこの基準

では,十分な対応ができないのではないだろ

うかと考えられる｡ また,保健所だけが全て

を行うのは不可能であろう｡ 従って,次の点
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において何等かの対策が急がれるのではない

か101日,12,13)｡

(1)保健事業の財政と財源の確保

(2)施設の拡充や新たな分野の施設の増設

(3) 新知識教授や理念啓発のための専門職員の

研修,その他,研究体制の確立

(4)施設従事職員の十分な人員確保

以上の提言は,公衆衛生活動のみにそれらを委

ねるのは,無理があると思われる｡ 今後は,行

政 ･民間 ･一般企業 ･市民 ･その他などが一体

となり,枠を越えて,健康を全うできるような

町づくりや,方策の推進を協力して行うことが

必要であると考える｡

第3章 21世紀の公衆衛生活動

-グローバリゼーションー

衛生水準や生活水準の向上,国民の ｢疾病予

防｣に関する意識の高揚などにより,現在では

衛生水準は各個人の健康の総体として維持され

ているという面がある｡21世紀の公衆衛生活動

に向かって,地域保健対策の推進における衛生

行政の志向は次の3つの視点が必要である｡

1.対人保健サービスは,個人に焦点をあてた

細かなものであること

2.世界規模での環境問題-の介入

3.国際協力

である｡

対人保健サービスは,これまでの行政対応に

みられる,スクリーニング方式の網の目を再検

討しなおし,細かくする必要がある｡特に,坐

活習慣病といわれる成人病をはじめ,生活スタ

イルが国際化するのに伴い,その様相は変化す

ると思われる｡ 世界では,どのような生活スタ

イルの志向であるのかなどもよく見きわめて,

健康教育や対策を充実していかねばならないと

考える｡ かつてより,欧米化した日本のライフ

スタイルが今後は,どの方向-向いているのか

を正確に予知することが必要である｡ また,経

済の国際化を見据えた保健医療の財源の見直し

が必要である｡ 世界レベルで変化している金融

情勢などが,日本の保健医療財政の行方を左右

する大きな要因である｡財政は世界の動向をふ

まえて熟考しなければならない｡

公衆衛生活動における生活レベルの啓発活動

は,日本は世界に比して遅滞していると言える｡

それは次の点で今後に多くの課題を有している｡

1.喫煙など,晴好品と環境汚染,人体への影

響にたいする認識と取締は日本は緩慢である｡

2.水や大気汚染,環境保全に関する情報網の

整備の不十分である

3.一般廃棄物 ･産業廃棄物に村する関心の喚

起と具体的対策の確立

4.国民にグローバルな視点が不足しているこ

のことは,国の衛生行政自体にその日が不足

していることを現す

以上の点は,日本の今後の公衆衛生活動の課題

であると同時に世界諸国の公衆衛生の課題でも

ある｡ この解決には,保健所という一施設の役

割を地域保健システムの中でどう位置づけるか

の再確認が必要である｡ 従来の監視業務と対人

保健サービスにかたよらず,環境問題-の保健

婦の介入など,時間と人材に限りがあるなかで

どのように,どこまで保健所が行うのかという

問題は,私たち住民の立場から考えるとするな

らば,自分の健康に自分自身がどこまで責任を

負えるかという究極的な論議に帰すると思われ

る｡

国際協力は,今後の日本の公衆衛生活動にお

ける問題点をどれだけ解決できるかによってそ

の質が変わってくる｡ 我が国は,1.2.の視

点をふまえ,自国での解決のみに終始すること

無く,世界レベルに到達するように努力してい

かねばならない｡

世界の国の中では,飢餓や予防可能な伝染病

に苦難している国も多く存在する｡ それらへの

日本の援助はその要望も義務も大きいと思われ

る｡ その内容は財政のみでなく,技術や情報提

供 ･交換 ･人的資源の交流など多岐にわたるも

のである｡ 日本にとって,国際世界で協調して

ゆくべき主な点をあげる｡

1.東アジア諸国への財政 ･技術援助

2.HIVに対する,日本国内での研究活動啓
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発活動と共に世界間ではその評価と検討に積

極的に参画する

3.地球温暖化防止 ･オゾン層破壊の危機など

の地球規模での大気汚染対策における国内の

啓発活動 ･具体的対策の情報提供｡

4.廃棄物の海洋投棄

5.災害などの緊急援助活動における日本の役

割の認識

6.人口問題,特に日本の場合,難民の受け入

れ態勢の整備とその人たち-の保健医療対策

を緊急に整備することなど地球規模で近年そ

の改善が叫ばれている大 きな話題ばかりであ

る｡ 自国での,これらの解決とともに世界規

模での解決早 く着手せねばならないと思われ

る｡

結 論

社会情勢の変化は私たちの生活スタイルの変

化を与儀なくし,ひいては保健医療のありかた

の再検討の岐路に私たちはいま立っている｡ パ

ーソンズは,常に社会体系の内部での変化と社

会体系の変化は区別 してとらえねばならないと

言っている｡ それは構造の変化を経ずに社会は

機能しないとも言っている｡ 彼の理論を参考に

するなら,社会情勢の変化による人々の健康欲

求は,変数の一つに過ぎないでのあり,それに

より,引き起こされる社会の機能 ･構造の変化

が起こり,社会は均衡を保つということである

と考えられる｡ 例えば,公衆衛生活動を含めた

地域保健活動 ･医療システム ･社会福祉システ

ムの変化がそれにあたる11)o

また,公衆衛生の概念 は,対人に加えて対

物 ･対環境の視点を重視するという視点の変換

をせまられていると考える｡人々の健康観の多

様化の充足は,個人をより大事にする質の変換

であり,公衆衛生本来の個から集団-と過程に

変化がもとめられているのではないと考えられ

る15'｡環境や公害問題は近年の科学技術の進歩

により解決された部分もあるが課題として残っ

ている部分もある｡ いま,大切なのは,世界を

見据えた公衆衛生概念の変換とそれを推進して

ゆく地域保健構造の変換である｡
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